
2018年 9 月議会 

一般質問 

 

◆大阪北部地震、およびその後の風水害被害のふりかえりと今後の課題 

 

大阪北部地震、およびその後の風水害被害のふりかえりと今後の課題について、一般質

問いたします。若干、昨日の質問と重なる部分もありますが、よろしくお願いします。 

 

6 月 18 日の大阪北部地震では、中部・東部に比較的被害が集中しました。また大きな

被害に遭うことはなくても、心理的な不安を覚えた市民が少なからずいらっしゃったと思

います。続く大雨災害、そして台風 21 号においては暴風が停電を引きおこす、という経

験をしました。 

今後も大規模な地震の可能性があり、また近年気候変動で亜熱帯化しつつある気候変動

を考えれば、台風もさらに増えるであろうと想定されます。 

自然災害の場合は予め、予想が可能であるため、事前に市民に対し対策をしっかり伝え

きることがポイントであると考えます。さらに、災害規模に応じた防災・減災・避難対策

と実効性の高い訓練の必要性を感じています。 

このたびの災害時には、市民安全政策室をはじめ、災害対策本部や災害現場、避難所運

営等に尽力いただいた職員のみなさまに、心から感謝いたします。しかし、今後も連続的

に、あるいはさらに大きな災害があった場合には、どのように対処していくのか。ライフ

ラインに支障が出た場合や、交通網が遮断されるケース、また広範囲にわたる被害が発生

した場合なども想定しながら、対応策を考えていかねばならないのではないでしょうか。 

この間の地震や台風等の被害について、ふりかえりつつ、何ができなかったか、という

よりは、今後、何が必要かという意味で課題について前向きに考えていきたいという思い

で３項目の質問をいたします。 

 

（1）-①②③） 

1 項目目として、被害状況についてお訊ねします。 

今回の被害状況を把握することは、今後の災害対策に役立つため、確認しておきたいと

思います。 

1 点目に、地震、および台風等による、公共施設の被害状況を教えてください。とりわ

け、台風 21 号による被害については、議会に対し未だ報告をいただいていませんので、

よろしくお願いいたします。 

2 点目に各地域での（公共施設以外の）被害状況について、どのように把握されている

のかを教えてください。 

3 点目にそれぞれの復旧状況はどのような進捗になっているでしょうか。以上 3 点につ

いて、ご答弁を求めます。 

 



  

 

 

 

 

 

公共施設の被害について、台風 21 号の方がさらに被害件数が多く、建物や屋外施設で

は、止々呂美残灰処理場の給水ポンプが水没で使用不能であるとか、消防本部ではエアコ

ンの室外機の故障、保育所、幼稚園、学校やコミセン、市営住宅のほか、さまざまな被害

があったようですが、あらためて台風の凄まじさを実感します。 

 

（再 1-①②③） 

大阪北部地震においては、災害直後は応急措置をしながら国の査定を待っている、とい

う状態のところがありました。その後の進捗はいかがでしょうか。 

また、台風被害も併せて、今後復旧に要する費用について、概算でどれくらいが必要に

なると考えておられるでしょうか。ご答弁をお願いします。 

 

  

 

 



 

 

 

 

応急復旧等の補正として今議会に報告されたのは、職員の時間外勤務手当と、船場東１

丁目・今宮の測量・調査や設計業務、がれき処分の委託費、学校５施設のクラックなどの

補修工事、環境クリーンセンターの補修、また７月豪雨による船場東１の道路補修、今宮

神田（じんでん）池、下止々呂美の道路補修ほか、の工事請負費等の合計約４億１８００

円という説明をいただいていました。 

ただいまのご答弁では地震及び７月豪雨被害で予算が発生したのはこの補正分だけであ

る、というものでしたが、地震による被害は、学校など建物が６３施設、道路や公園で５

４か所でありましたので（またこちらにつては６月２８日に未定稿としていただいた資料

が確定した情報である、とのことで、それは了解いたしましたが）、では、９月補正で説明

された以外の施設の補修はどうなったのでしょうか。被害に対する対応がよくわかりませ

ん。 

庁内で改修されたところもあると思いますが、福祉施設も含まれておりましたので、も

う少し丁寧に、議会に対し情報提供していただけないでしょうか。 

台風被害に関して、国の災害復旧制度の対象になるものがどれくらいあるのか、またど

の程度の規模の被害であったのか、といったことも、なかなか議会には伝わってきません。 

近隣市では、議会に対して災害に関する詳細な情報提供がしっかり行われていると聞い

ています。後日で結構ですので、議会に対し、地震災害の復旧状況やこの間の風水害被害

の状況、および復旧等について、情報提供いただきますよう要望いたします。 

 

（1-④） 

4 点目に、他市からの支援に関して、例えば可燃ごみについて言えば、７月は道路状況

のために、また台風 21 号の時には停電のために、吹田市さんに 200 トン以上の可燃ごみ

の焼却をご強力いただきました。また富士宮市からは 400 枚のブルーシートをご提供いた

だいた、とのことですが、その他に他市から支援を受けたものについて教えてください。 

 

 

 



 

 

 

 

（2-①） 

  2 項目目に、「市民の視点」からの防災を考えて、質問いたします。 

1 点目に、市民の防災・減災意識を高め、日ごろから可能な限り備えておくことが大切 

だと考えます。例えば、このたびの災害では、水や非常食の類が商店の棚からあっという

間に消えた、という市民の行動から、少なからず普段からの備えが十分ではなかったこと

がうかがえます。また、例えば、自宅の家具の安全な配置や転倒防止、食器棚のロック等

についても、事前に備えていた世帯とそうでない世帯との明暗が分かれたように見受けら

れます。危機意識や、防災・減災対策の知識は市民のなかでどれくらい普及しているので

しょうか。市の把握について伺います。 
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 市民満足度調査結果の対策を講じていると回答した 62.4％には、飲料水を備えているこ

とや、懐中電灯を枕元に用意しているといったたぐいのものも含まれていると考えられま

す。市民への意識調査を行うことで、市民の気づきを喚起することにもつながり、又それ

により、なすべき対策も見えてくるかと思われますので、市民の意識調査を検討いただき

ますよう、お願いしておきます。 

 

（2-②） 

2 点目に、箕面市には、耐震診断費補助制度により、耐震診断を無料で受けることが 

できる制度があります。また、住宅・建築物耐震改修促進事業（耐震改修・設計費補助制

度）がありますが、この制度は、どれくらい市民に浸透しているでしょうか。市民の意識

調査に組み入れつつ、広報にさらに力を入れていただきたいと考えますが、いかがでしょ

うか。 

 

  

 

 

 

 



 

（再２－②） 

旧耐震基準の木造住宅については、DM を送付して、改修につなげる努力をしていただ

いた成果が表れているとのことで、評価したいと思います。そこで、これまでに DM を送

付された件数と、そのうち耐震診断につながった件数、また耐震改修がおこなわれた件数

はいかがでしょうか。また、未対策の住宅はどれくらいあるのでしょうか。 

 さらに、木造住宅以外の旧耐震基準の住宅はどれくらいありますか。またその住宅の所

有者へのアプローチや、耐震診断の実施と耐震改修された件数なども教えてください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

木造と非木造住宅の耐震診断の補助件数を比較すると、少なからずダイレクトメールの

効果が表れているようです。防災・減災について、やはり耐震診断から耐震化につなげて

いただくことが大事だと思いますので、このような状況を見据え、引き続き、制度の周知

と広報、相談・支援をお願いいたします。 

 

（2-③） 

3 点目に、避難場所について質問いたします。個人的に、北部地震の後に防災に関す 

る市民意見を募ったところ、一番多かったのが「避難所が遠くて行けない」「もっと近い場

所に一時避難所をつくってほしい」というものでした。これらはご高齢者や、お身体の不

自由な方、小さなお子さんのいらっしゃる方などですが、このような市民の切実な声を市

はどのように受け止めておられるでしょうか。ご答弁をお願いします。 
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 「いつも小学 1 年生でも歩ける距離」という考えを示されますが、それは一人ひとりの

市民の状況を見ようとしないで、机の上で考えているように思えます。近くの公共施設や、

民間施設を協定により開放していただくなどで、一時避難場所として活用できないでしょ

うか。それが災害弱者にとっては、安心につながります。 

地域の事情に応じて、地域住民が話し合い、一時避難として地域の施設等を使えるよう 

に再考をお願いいたします。 

 

（２－④－１） 

4 点目に、災害弱者への対応について伺います。健康福祉部が把握している要援護者以

外の方々へのフォロー実態についての把握と課題についてご答弁を求めます。 

また、インターネットを使用しない市民への情報提供について、どのように配慮されて

いるでしょうか。 

さらに、ラジオが聴けない地域や、停電時にはパソコン、携帯も使いづらくなります。

情報が無いのは、何にもまして不安なものです。市の対応策についてご答弁をお願いしま

す。 

  

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

（2-④－２） 

おっしゃるように、日ごろからの関係づくりが大変大事であるとのこと、私も同感です。 

なお地域では民生委員さんらが安否確認や声掛けを行ってくださっていることも承知し

ています。ご答弁にありましたように、より多くの方が地域コミュニティに参加できるよ

うに、何ができるかとともに、日ごろから地域で人権意識を高めるための取り組みが必要

であると考えています。 

 

また台風被害について、瓦が飛び、ブルーシートを張るにも、高齢や障害等のために作

業ができない世帯がありました。業者も手一杯という状況であったため、大変困惑された

であろうと想像します。このような困りごとについての支援体制についてはどのように考

えておられるでしょうか。 

  

 

 

 

 

市のボランティアセンターでは、屋根の上の作業についてはマッチングできない、とさ

れています。市内のボランティア希望者で対応できなければ、他県も含めて作業してもら

えるスタッフを探すなどできないものでしょうか。他市ではそのような活動をされている

ところもあります。箕面市では業者さんを紹介してくださっていますが、そこも直ぐには

対応できない状況となっております。そんななか、自然災害は続けてやってくるものなの

で、今後に向けて対応策を検討願います。 

 

（２－⑤） 

5 点目に、大阪北部地震では、保育所の開設について、箕面市は 3 日間閉所され、 

再開されたのは、近隣市のなかでは最も遅い開所でした。保育所に預けられないというこ

とは、緊急時に親族に頼ることができない保護者にとっては、切実な問題です。内閣府は

女性の視点を入れた災害対策を各地方自治体に推奨していますが、その中でも保育所の早



期開設について挙げています。市の考え方についてご答弁ください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（２－⑥） 

 6 点目に、防災訓練について質問します。さきほどご紹介した市民意見では、「防災訓 

練が生かされたとは思わない」と感じた人が圧倒的でした。ただし、中部や東部のある地 

域の方から、しっかり生かされたというご意見もありました。（これは、あくまで私が個人

的におこなった調査の範囲でのことなので、誤解のないように） 

また、「訓練に参加したことがない」という人も多く、あらためて訓練の実施方法ととも

に、検討の余地があるのではないでしょうか。1 月 17 日の訓練はイベント的なものとし



て位置づけ、他に地域特性に応じて、また災害のレベルを想定した、よりリアルな訓練を

実施すべきではないでしょうか。 

 

  

 

1

 

 

 

 

全市一斉防災訓練は、ウイークデイの場合は参加できる市民が限定されています。地 

域単位で多世代が参加し、例えば委員会でご紹介いただいたＨＵＧ訓練などを活用しなが

ら、参加者を増やし、気づきのある取り組みが必要ではないでしょうか。またそういった

取り組みを通じて、昨日も避難所についての質疑がありましたが、市民を市が協働で運営

できる体制が進むよう願い、2 項目の質問を終わります。 

 

（３－①） 

3 項目目に、その他の課題についてお伺いします。 

1 点目に、防災公園について伺います。新船場駅周辺における防災広場・防災公園につ

いてはどのように設計されているでしょうか。 

 

  

 



 

 

 

 

（3-②） 

2 点目に、地震時には、市独自の災害支援金が交付されましたが、台風 21号の被災 

者については、どのように考えているでしょうか。昨日も同様の質問が行われておりまし

たが、あらためてお伺いします。 

 

  

 

 

 

 

（再３－②） 

 市民にとっては、地震であれ、台風であれ、家屋が半壊、一部損壊するという被災状態

に置かれているわけであり、だからこそ、近隣自治体において、市独自の支援策をとって

いるのではないでしょうか。同程度の一部損壊であるのに、地震だから支援を受けること

ができて、台風なら支援がない、というのであれば、公平性があるという説明は、説得力

をもたないでしょう。 

台風被害については、支援対象となる台風の規模や被害規模などの明確な基準がない、

とのことですが、地震については、明確な基準が定められているのでしょうか。 

 

  

 



 

 

 
 

地震についても、どの大きさから支援になるのか、ご答弁にはありませんでした。要す

るに「災害救助法が適用されるか、」が目安になっているようですね。 

「現時点で」とのご答弁でしたので、是非前向きにご検討くださいますよう、要望とさ

せていただきます。 

 

（３－③） 

最後になりますが、内閣府は各地方公共団体に対し、防災会議に女性の視点で発言で

きる委員を加えるよう奨励しています。この件について、これまでも質疑・提案・要望し

てきましたが、あらためて市の考えをお聞かせください。 

また、防災・減災を先進的にとりくんでいる自治体では、女性の防災リーダーの育成を

おこなっています。箕面市も積極的に取り組んでいただきたいと要望し、提案いたします

が、いかがでしょうか。 

 

  

 



 

 

 

 

 

防災会議のメンバーについてですが、「防災関係機関から就任いただいている」とのご

答弁でした。しかし法的には市長が必要と認めれば委員として就任いただくことが可能で

あり、現に他市においては大学教員などの女性研究者、NPO・女性・高齢者・障害者団体

等の女性代表者を指名している例があります。さらに内閣府の指針において、女性委員の

割合を高めること、とあります。 

また箕面市の地区防災委員会スタッフに、1 名の女性職員が充てられていますが、リー

ダーはみな男性ではなかったでしょうか。 

防災に男女協働参画の視点からの取り組みを進めてくださるよう、再度、要望いたしま

す。 

本日は、この間の災害を経験したなかでの課題を、今後の取り組みについて、質問・提

案を行いました、まだまだ他にも課題はありますので、今後も議論を重ねていきたいと考

えています。そして私もともに汗をかいていく決意であることを申し上げて、この一般質

問を終わります。 

 

以上 


